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(1986)やDouglas and Wind (1987)は各国や各地域市場の異質性が常に存在することを主張し，完
全な世界標準化が達成されることはないとしている。たとえば Kotler (1986)は異質性として，製
品・消費者・環境の側面を提示している。ここでは，必要とされる商品機能の違い（製品），消費者
                                                   
1 GBI戦略に関する詳細な定義は後述する。 









Levitt (1983)の主張から約30年を経て，いまやBOP（Base of the Pyramid）と呼ばれる低所得者
層をターゲットにした航空会社（LCC（Low Cost Carrier））までもが登場し，多くの人が様々な
国や地域に移動可能な時代となっている4。また迅速で低コストの商品流通が可能になることで，世




















                                                   
3 Kotler (1986), p.15. 
4 たとえばAir Asiaは，”Now Everyone Can Fly”をモットーにして，アジアのBOP層をターゲッ
トにした展開を実施している。 





GBI 戦略の概念図を示したものが図 0-1 である。たとえばブランドは，「高品質」で「ステータス
性があり」，かつ「社会へ貢献している」といった様に，複数のブランド・コンセプトをミックスし













































































































                                                   
8 以後，製造業はすべて「多国籍製造業」を指す。 





























業の研究開発費，広告費データを用いる。サンプルは Interbrand社, ”Japan’s Best Global Brand 
                                                   




12 Douglas and Craig (2011), p.85. 
13 Ghemawat (2007), pp.87-88, Caves (2007), p.9. 
14 これらの指標に関する詳細はChauvin and Hirschey (1993), Mizik and Jacobson (2003), Ho et 
al. (2005), Peterson and Jeong (2010)を参照されたい。 
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2011”の上位 20 社から，製造業である 18 社を抽出した15。抽出した企業はすべて日本発の製造業
であり，各種財務情報が公表されている。またすべての企業において，日本以外での海外売上高比
率が 30％を超えていることを条件としている。なお研究開発費と広告費を各社で比較するために，




















図 0-3 が「広告費売上高比率」を示したものである。2010 年のデータでは，最大値が 8.03％，
最小値が0.45％であり，中央値が2.21％である。広告費売上高比率を，ここでも米国製造業の値と
                                                   
15 抽出した企業は，トヨタ自動車，本田技研工業，キヤノン，ソニー，任天堂，パナソニック，日
産自動車，東芝，資生堂，コマツ，シャープ，ニコン，スズキ，リコー，オリンパス，ブリヂスト




16 ここで利用しているデータはFurukawa (2013)で収集したデータの一部である。 
17 Ghemawat (2007), pp.87-88. 
18 Business Week誌「The 50 Most Innovative Companies」2010年版によれば，Apple は革新
的なイメージを持つ企業として６年連続で首位である。詳細はArndt and Einhorn (2010), 
pp.34-40を参照されたい。 




以下だと米国製造業の下位 1/4に入る。そして 1.70％が中央値である20。なお，図 0-3においても






                                                   
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































なお本節で検討した日本のサンプルは，”Japan’s Best Global Brand 2011”にランクインしてい
る企業である。これらのサンプルを日本企業に限定しない世界ランキングである”Best Global 
Brand 2011”と比較した場合，重複するのは18社中，半分以下の7社である。ただし残りの11社














「男性らしさ‐女性らしさ」の各国ランキングは本論末またはHofstede et al. (2010)を参照された
い。 
























                                                   
27 新宅 (2009), 58-60頁, 藤田 (2005), 122-123頁，『日本経済新聞』2002年4月1日付け朝刊，
11頁，「ベトナム二輪市場，ホンダ巻き返し ‐中国製追撃へ半値車増産‐」。 
28 新宅 (2009), 56-58頁，『読売新聞』2011年1月11日付け朝刊，9頁，「日本車割高，中国で苦
戦，少ない車種も影響」。 
29 上條 (2010), 5頁。 








































                                                   
31 上位100社中，日本企業は7社，米国企業は57社，欧州企業は33社であった。なお7社に該
当する日本企業はすべて製造業である。その後もランクインしている日本企業の数は7社前後を推
移している。詳細は Interbrand社Web Siteを参照。 
20 
 















ブランド価値を獲得している日本企業の割合は，InterBrand社の”Best Global Brands 2013”で












                                                   




35 内閣府 (2011), 192-193頁。 






















                                                   
37 伊藤・加賀谷 (2001), 44-62頁。 
38 Stopford (2003), pp.35-36. 
39 内閣府 (2011), 187-188頁。 



























る論理である。しかしブランド価値を高める要因は広告に限らない。Ailawadi et al. (2003)は，ブ
ランド価値は広告だけでなく，それ以外のマーケティング・ミックスや企業イメージ，製品ライン，
そして研究開発によっても創られるとしている43。またSrivastava et al. (1998)は，ブランド価値









は，既にChu and Keh (2006)やPeterson and Jeong (2010)による定量的な分析によって明らかに
なっている。Chu and Keh (2006)はブランド価値を獲得している企業353社を分析対象とし，広
告費と研究開発費がブランド価値の獲得へどのような影響をもたらすかを検証している46。また
Peterson and Jeong (2010)も同様にブランド価値を獲得している企業125社を分析対象とし，広告
費と研究開発費がブランド価値の獲得へもたらす影響，そしてさらにブランド価値が市場価値や時
価簿価比率，市場資産価値へもたらす影響を検証している47。その結果Chu and Keh (2006)および
Peterson and Jeong (2010)分析では，広告費と研究開発費がともにブランド価値の上昇に有効に作
                                                   
41 緒方 (2005), 40-54頁。 
42 Erickson and Jacobson (1992), p.1264, Keller (1993), pp.14-17, Herremans et al. (2000), 
pp.19-26, Corrad et al. (2009), p.670, Wang et al. (2009), p.140. 
43 Ailawadi et al. (2003), pp.3-6. 
44 Srivastava et al. (1998), p.5. 
45 Simon and Sullivan (1993), p.36. 
46 Chu and Keh (2006)は，InterBrand社の提供するブランド・ランキングに入っている企業をブ
ランド価値獲得企業として分析している。 


















































ランド価値獲得企業サンプルを獲得するためにBrand Finance社の”Global 500 (2011年版)”を利



















                                                   
50 InterBrand社の”Best Global Brands”，Millward Brown社の”Brand Z”ではブランド価値獲得
企業の上位100社しか公示していない。Brand Finance社の”Global 500”では上位500社を公示し




程度を考慮している点が特徴的である（Brand Finance (2011), p.50, 大橋 (2011), 102頁）。 





























































































2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
2.21 2.23 2.42 2.08 2.30 2.20 2.12 2.10 2.57 2.57 2.54 平均値
1.26 1.23 1.28 1.10 1.14 1.03 1.03 1.02 1.54 1.33 1.32 中央値
3.07 3.10 3.60 3.02 3.17 3.17 3.07 3.00 3.23 3.19 3.27 標準偏差
26.93 27.24 27.96 27.86 24.64 25.18 24.54 24.37 23.21 23.12 23.33 最大値































































































2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
4.48 4.73 4.80 5.13 4.30 4.06 4.37 4.12 4.00 4.46 4.27 平均値
3.38 3.33 3.48 3.38 3.32 3.08 2.99 2.74 2.67 2.96 3.10 中央値
5.50 6.27 5.41 9.36 4.12 3.89 6.49 4.57 4.22 4.63 4.04 標準偏差
67.28 79.37 44.89 119.66 25.07 24.16 91.80 30.72 31.82 31.85 27.32 最大値



























まず 2010-2011 年のブランド価値変化率には，2008-2009 年の広告費変化率が負の有意な値(β= 
-.318, p<.05)，2008-2009年の研究開発費変化率が正の有意な値(β= 1.229, p<.05)となっている(調
整済みR2= 0.990)。同様に2009-2010年のブランド価値変化率についても，2008-2009年の広告費
変化率が負の有意な値(β= -.763, p<.05)，2006-2007年の研究開発費変化率が正の有意な値(β= 1.338, 




2010-2011年の変化率 0.994 0.990 253.20 ** 2.661 -.318 * 1.229 **
2009-2010年の変化率 0.984 0.973 90.77 ** 1.861 -.763 ** 1.338 **
2008-2009年の変化率 0.685 0.633 13.05 * 1.000 -.828 *
2007-2008年の変化率 0.562 0.489 7.71 * 1.000 .750 *








































































なお前節の図 0-2，図 0-3 で検討したサンプルについても同様に，広告費を 1 とした場合の研究
開発費比率を検討した。その結果，日本企業は米国企業と比較して研究開発投資に注力していると
はいえ，広告費1に対し，2.56倍といったバランスを保っていることが分かった59。前節では日本




                                                   


























                                                                                                                                                     




























既存研究の抱える問題点を明らかにする。特に 2 節では，具体的に多様な GBI 戦略を提示し，そ
れに伴うグローバル・マーケティング戦略の選択指針を示唆した。ここでは消費者行動研究におけ
るSheth et al. (1991a, 1991b)の消費価値概念を基盤に現代の多様化したブランド・コンセプト（ブ





















                                                   
61 消費価値概念とは，消費者の価値観についての研究成果である。消費者の価値観である「消費価
値」は，消費者行動の動因となっている。 




























初の実証を行ったRoth, Martin S. の研究にフォーカスする。そして過去のGBI研究の流れから，
現代における彼の研究の意義，限界を論じる。 
 
                                                   
1 Money et al. (1998), Pine and Gilmore (1999), Kotler et al. (2007)を参照。 
2 長沢 (2002), 1-25頁。 
3 Kotler et al. (2007), 邦訳, 253-264頁。 





 Gartner et al. (1955)は，ブランドを市場に投入する前にブランド・コンセプトを決定する必要が
あるとしている。そして時間をかけてイメージを維持・管理していくことが，長期的なブランドの
成功条件であるとしている5。また，Wind (1973)やShocker and Srinivasan (1979)は，適切なブラ
ンド・コンセプトの選択がブランドの長期的な価値向上をもたらすことを示唆している6。そのうえ
で，Park et al. (1986)はブランド・コンセプトを長期的に管理するためのフレームワークを提唱し
ている。そして彼のフレームワークは後に，Keller (1993)のブランド・エクイティ理論に組み込ま







1. Park et al.による先行研究 














 Park et al. (1986)以前の研究では，車なら象徴的コンセプト，芝刈り機なら機能的コンセプトと
                                                   
5 Gartner et al. (1955), pp.36-37. 
6 Wind (1973), pp.2-11, Shocker and Srinivasan (1979), pp.159-180. 
7 Keller (1993), pp.1-22. 






































出所）Park et al. (1986), pp.136-139を基に筆者作成。 
 
2. RothのDepth戦略とBreadth戦略論 










                                                   
9 Woods (1960), pp.15-19, Midgley (1983), pp.74-75. 






























ペルー 低い 高  











                                                   













































                                                   































                                                   
17 マーケティングに関する多くの先行研究では，パフォーマンス指標としてマーケットシェアが用
いられている。Ryans (1988), Smith and Park (1992), Szymanski et al.(1993), Kim and Chung 
(1997)を参照。 
18 Hofstede (1991)，Lynn et al. (1993), p.482を参照。 
19 Hofstede (1991), 邦訳, 27頁。 
20 Hofstede (1991), 邦訳, 22-48頁。 
21 Hofstede (1991), 邦訳, 51頁。 





























                                                   
23 Hofstede (1991), 邦訳, 82-114頁。 
24 Hofstede (1991), 邦訳, 119頁。 





































***p<.01   **p<.05   *p<.10  
出所：Roth (1995a), p.170を基に筆者作成。 
 



















β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値
高権力格差 .501 4.64 ** .452 3.47 **
中権力格差 .134 2.00 * -.256 -2.92 *
低権力格差 -.233 -2.18 * -.259 -3.04 **
高個人主義 .374 4.71 ** -.402 -2.78 ** .486 4.39 **
中個人主義 .519 4.10 ** .198 2.26 * -.063 -.67
低個人主義 -.136 -1.51 .300 3.57 ** -.424 -5.40 **
高社会経済 -.098 -1.35 .538 4.50 ** .468 4.27 **
中社会経済 .046 .25 .108 1.47 -.088 -.71























                                                   
28 ここで彼は社会経済を各国国内市場での状況を意味する「各国の社会経済」と国境を超えた「市
場間の社会経済」の２つに細分化している。 







































権力格差バリエーション　×　適応化 .414 5.921 **
不確実性回避バリエーション　×　適応化 .164 1.492
個人主義－集団主義バリエーション　×　適応化 .386 4.459 **
各国の社会経済バリエーション　×　適応化 .569 7.014 **
市場間の社会経済バリエーション　×　適応化 .286 3.216 **
**p < .01
*p < .05  










β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値
権力格差バリエーション .283 3.283 ** .167 1.533 -.186 -1.873 *
個人主義－集団主義バリエーション .256 3.002 ** .167 1.533 -.333 -3.628 **
各国の社会経済バリエーション .401 5.557 ** .167 1.533 -.174 -1.799 *





























                                                   
31 Gardner and Levy (1955), p.38, Keller (1993), p.3, Hsieh (2002), p.47. 





































 第1に，「消費者行動研究との乖離」が挙げられる。Roth（1992）やPark et al. (1986)のGBI








もたらすかどうかについては，Rabolt and Park (2009)がその一端を明らかにしている。このこと
からも今後は心理学および消費者行動論とGBI研究との理論的融合が必要である。 
第2に，「社会的（Social）イメージ」の意味を細分化する必要がある。象徴的（Symbolic）・社
                                                   










多くの研究者の注目を集め，いっそうの深化が図られているが，近年，VALS (Value And Life Style)，





                                                   
34 Woods (1960), pp.15-19. 






























                                                   
36 Park et al. (1986)は，まずブランド・イメージの中核となるもの（ブランド・コンセプト）を選
択し，それに見合ったマーケティング戦略を通して消費者へイメージを訴求するモデルを構築した。 
37 白井 (2006b), 15頁, 越川 (2010), 56-62頁。 
38 Woodruff, (1997), pp.139-140, Lin et al. (2005), p.140, Keller, (1993), p.10. 
39 Zeithaml, (1988), p.18. 
40 Sheth et al. (1991b), p.160. 





1. 消費価値（Consumption Values） 
 その後，消費者行動研究における消費価値研究はさらに進展したが，共通のコンセンサスが存在










本節ではSheth, at al. (1991a,1991b)の消費価値概念を基盤としてGBI戦略を抽出する。そのため，
彼らの消費価値については，それぞれ次節で詳しく説明，および検証する。 
 
図1-3 Sheth et al. (1991a,1991b)の消費価値 
 
出所：Sheth et al. (1991a), p.7を基に筆者作成。 
 
 1990 年代以降の消費価値研究においては，Holbrook (1996, 2006)の提唱する，「消費者価値
（Customer Value）」概念も支持を得ている。彼は消費行動を「外在的―内在的」，および「自己指
                                                   
42 Holbrook and Hirschman (1982), pp.132-140, Holbrook (2006), p.714，内田 (2008), 37頁。 
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図 1-4 Holbrook (1996, 2006)の消費者価値概念 
 









類は，Sheth et al. (1991a,1991b)の「消費価値（Consumption Value）」概念と重複点が多い。た







                                                   











































前節ではこれまでの消費価値研究をレビューしてきたが，本節ではSheth et al. (1991a,1991b)
の消費価値概念を基盤とし，GBI戦略の抽出を行う。彼らの概念は多岐の分野における多くの研究
                                                   
48 日戸・塩崎 (2001), 218-233頁。 
49 青木 (1997), 342-350頁。 
50 和田 (2002), 19-27頁。 
51 和田 (1997), 60頁。 
























Sweeney et al. (2001)は，彼らの「機能的価値（Functional）」が単純化しすぎであり，ひとつの
消費価値として捉えるのは難しいとしている。また，より洗練したモデルを構築すべきであると主




                                                   
53 Sheth et al. (1991a, 1991b), Sweeney and Soutar (2001), Mathwick et al. (2001), Lin et al. 
(2005), Pura (2005)を参照。 
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55 「ブランド・アイデンティティを，消費者に対して訴求する戦略」と換言することもできる。 
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57 イメージ戦略としてコントロールすることは難しいが，「条件的価値（Conditional）」を巧く用
いて消費に繋げようとする試みは存在する。詳しくはUnderhill (2000)を参照。 
58 Sheth et al. (1991a), p.18, Sheth et al. (1991b), p.160. 
59 Sweeney and Soutar (2001), p.204. 
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62 Dodds et al. (1991), pp.307-319, Sweeney and Soutar (2001), p.206, Ahtola (1984), 
pp.623-626. 
63 Zeithaml (1988), p.15. 
64 Sheth et al. (1991a), p.19, Sheth et al. (1991b), p.161. 






































                                                   
66 梅本 (1995), 39頁, 杉本 (1993), 101-105頁。 
67 自己表現手段としてのブランドが，「他者との差別化」，「集団との同調」などに分類可能である
という研究については，梅本 (1995), 杉本 (1993), 柴田 (1999), 柴田 (2003)を参照。 
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75 経験価値マーケティングについての研究はSchmitt (1999), Schmitt (2003), Pine and Gilmore 
(1999)を参照。 




































VS や NS の概念は重複する部分が大きいため，両者を総括して「バラエティシーキング」と呼ば
                                                   
77 Sheth et al. (1991a), p.21, Sheth et al. (1991b), p.162. 
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ルについては，McAlister and Passemier (1982)を参照。 
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この消費価値を巧く用いたブランドの例としては Apple が挙げられる。同社の製品は iPhone や
iPadに代表されるように，新しい技術やシステムを利用したものが圧倒的に多い。 Business Week
















 前節でも述べた通り，Holbrook (1996, 2006)の提唱する消費価値概念は，Sheth et al. 
(1991a,1991b)の提唱する消費価値概念とその多くが重複している。しかし「利他的価値（Altruistic）」
についてはSheth et al. (1991a,1991b)の消費価値概念に構成されていない。ここでは「利他的価値
（Altruistic）」を考慮し，より幅広いGBI戦略類型を模索することにする。 
「利他的価値（Altruistic）」とは，他者へ貢献したいという欲求に由来する消費価値である85。
                                                   
82 Hirschman (1980), p.284. 
83 Arndt and Einhorn (2010), pp.34-40. なおこの調査は，革新的な企業に関する自由連想アンケー
トに基づいて作成されている。 
84 栗木 (2002), 18-23頁。 
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1960 年代から 70 年代にかけて行われた彼の文化特性は古く，その現代的有効性が問われている。
また彼の研究では，サンプルの多くがマーケティングとサービス部署における男性から抽出されて
いる。そのため，男女比や組織が異なった場合でも同じような結果が抽出されるのかといった事も




















(2) Schwartz Value Survey 
 イスラエルの心理学者であるSchwartz, Shalom H. (以下，Schwartz)は，1988年から1993年
にかけて世界 49カ国（1カ国につき約 122人），6年間で約 3万 5000人を対象とした価値観調査
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6 Smith and Bond (1998), 邦訳, 55頁。 
7 彼の研究が良く知られるようになったのは，Hofstede (1980b)が公刊されてからである。 
8 本節では，価値観を「個人が持つ物事の評価軸」と定義する。なお文化とは「それぞれの価値観
を社会的集合として見た時に，表れる傾向」を示す。 
9 Hofstede and Bond (1988), p.15, Hofstede (1991), 邦訳, 172-173頁。 
10 Hofstede (1991), 邦訳, 174-177頁。 
11 Hofstede and Bond (1988), p.15, Hofstede (1991), 邦訳, 173-177頁。 
12 Hofstede (1991), 邦訳, 176頁。 
13 Hofstede et al. (2010), pp.37-38. 






















いが，その一つにおけるSmith and Dugan (1996)による分析では，Trompenaarsの「個人主義‐
共同体主義」とHofstedeの「個人主義‐集団主義」における関連性が確認されている22。 
 その後，1994年から 1997年にかけて，Hofstedeの文化概念と関連性の深いGLOBE調査が行
われた。この調査はアメリカのHouse, Robert J. (以下，House)によるもので，世界62カ国の食品
加工業，金融，通信サービス業における951団体のミドルマネージャー，約1万7000人のサンプ
ルを対象としたものである23。GLOBE とは，Global Leadership and Organizational Behavior 
Effectivenessの略であり，文化がどのように組織のリーダーシップに影響するかについての分析を
                                                   
15 Schwartz (1999), pp.30-32. 
16 Schwartz and Bardi (1997), pp.385-410, Smith and Bond (1998), 邦訳, 60頁, Schwartz (1999), 
p.23. 
17 Smith and Bond (1998), 邦訳, 66頁, Mooij (2004), p.39, Hofstede et al. (2010), p.41. 
18 Smith and Bond (1998), 邦訳, 66頁。 
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その結果，両者の研究結果に強い関連性が確認されている。GLOBE 調査は Hofstede の文化概念
の発表から約 25 年後に実施されたものであり，かつ質問票も回答者も異なる。しかし，GLOBE
調査の結果は Hofstede の「男性らしさ‐女性らしさ」を除いたすべての文化特性を強く支持する
ものであった。GLOBE 調査は Hofstede による文化研究の理解をさらに深めることに貢献してい
る。 
 
(4) World Values Survey (WVS) 
 世界中の社会科学者や企業が協力して行う大規模な価値観調査がWorld Values Survey (WVS)
である。WVSはアメリカの Inglehart, Ronaldによって組織されており，1981年から 2008年に
かけて5回の世界的調査を行っている27。これまでに世界90カ国（1カ国につき約1000サンプル），









                                                   
24 House et al. (2004), p.9. 
25 ここで考慮されたHofstedeによる5つの文化特性は，「権力格差」，「個人主義‐集団主義」，「男
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26 House et al. (2004), pp.11-14. 
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al. (2010)は，6つめの文化特性として「気ままさ‐自制」を採用した31。また，Hofstede and Minkov 
(2010)はWVSのデータを用いて，Hofstedeによる「長期志向‐短期志向」の国家スコアを更新す
ることに成功した。これまでの「長期志向‐短期志向」は，23カ国の国家スコアしか得られていな
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ブランド・イメージの測定に関しては，Attitude Scale・Natural Grouping・KRG（Kelly Repertory 
















                                                   
58 それぞれの概要についてはCian (2011)を参照。 
59 ブランド・アイデンティティとは，ブランドの戦略策定者が創造し維持しようとするブランドの
















1. Park et al. (1986)のブランド・コンセプト研究 











Roth (1992)は，Park et al. (1986)の提示した3つのブランド・コンセプトを用いてBCM概念の
有効性を定量的に検証した。Roth (1992)の研究で用いられているブランド・コンセプトは機能的
（Functional），感覚的（Sensory），社会的（Social）といったように名称が若干変化しているもの
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Aaker (2009) Self-expressive Social
和田 (2002) 基本価値 便宜価値 感覚価値


























同じブランドを購買することによる仲間意識の形成などがこれにあたる。なお Park et al. (1986)
による概念とAaker (2009)の各概念には類似点を見出すことができる。つまりPark et al. (1986)
の機能的（Functional）には，同様に機能的（Functional）が対応しており，経験的（Experiential）
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66 和田 (2002), 20頁。 
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69 和田 (2002), 20-21頁。 








ある。ここで検証されたブランド便益についても Park et al. (1986)の各概念と対応する。つまり
Park et al. (1986)の機能的（Functional）には，経済的（Economic），実用的（Utilitarian）が対






































的に整理することで，企業が具体的に訴求することのできる GBI 戦略を提示した。GBI 戦略の類
型化はSheth et al. (1991a, 1991b)ならびにHolbrook (1996)の研究を主な基盤として実施されてい








戦略を測定して効果を検証しようとする試みは存在している。たとえば Roth (1995a, 1995b)は












                                                   
71 詳しくは1章を参照。 
72 Chau et al. (2003), p.168, Liu and Chang (2004), p.1, Runker and Bezdek (2003), pp.218-219, 
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超えている日本の製造業（上場企業）が展開する 497 ブランドであり，調査期間は 2012 年 11 月
27日から2012年12月27日である80。 
 









をパーセンテージで回答してもらった82。回答数は 40 ブランド（回収率 8.04％）であり，その中
の有効回答数は 31 ブランド（回収率 6.23％）であった。分析対象となったのは 31 ブランド×10
ヶ国（ブランドによっては欠損国あり）で延べ 218サンプルである。回答の得られた 31ブランド
を概観すると，16ブランドがB to B，15ブランドがB to Cであることが判明した。図2にB to B
ブランドとB to Cブランドの採用するGBI戦略の平均値を示した。 
図2-2をみると，B to Bブランドは品質訴求や多様性・新規性訴求を重点的におこなっており，








0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
B to C平均
日本 n=15, 韓国 n=10, タイ n=10, 中国
n=12, イギリス n=9, スウェーデン n=5, ポ
ルトガル n=5, ロシア n=5, アメリカ n=10, 
ブラジル n=9
B to B平均
日本 n=16, 韓国 n=15, タイ n=15, 中国
n=16, イギリス n=14, スウェーデン n=8, 
ポルトガル n=7, ロシア n=10, アメリカ
n=16, ブラジル n=11
全体平均
日本 n=31, 韓国 n=25, タイ n=25, 中国
n=28, イギリス n=23, スウェーデン n=13, 



















































多様なGBI戦略を採用しているB to Cの15ブランドに対象を絞って分析を進めた。 
次に処理できる情報量の限界から，絞り込んだ 15 ブランドの中よりランダムに 5 ブランドを抽
出した。以上より5ブランド×10か国（ブランドによっては欠損国あり）で延べ24サンプルを対
象に，各ブランドの各国 Web ページからテキストデータを収集した。テキストデータの収集期間









                                                   
83 海野・那須川(2010)は，多言語のテキストから知見を発見する需要の高まりを示唆している。複
数の言語を扱うテキストマイニングでは，機械翻訳を利用するアプローチが多く用いられており，
その有用性も示されている[Steinberger (2012)，Banea et al. (2008)]。情報処理や言語処理の分野
では機械翻訳を利用してテキスト分析をおこなった研究が存在する。詳しくはPerea-Ortega et al. 



















価格訴求型（A社 日本市場）40％  ワードの出現頻度 70 
価格訴求型（A社 ブラジル市場）30％ ワードの出現頻度 65 
価格訴求型（B社 日本市場）25％  ワードの出現頻度 40 


















 選出するキーワードについては前述したアンケート調査による各訴求型の値と Web ページ上に
掲載されていた単語の頻度との相関係数が高いものから順に選出した。2 変量の相関については，
一般的に相関係数が±0.20以上であれば何らかの相関があると認識される。そこで本研究でも正の























で選出できたキーワードの総数は 229 語であり，これでは GBI 戦略の訴求型をうまく再現できな
い項目が存在した。そこで本研究では相関係数が＋0.20以上のキーワードだけでなく，相関がある
かどうか不明とされる相関係数が±0.19の単語も含めてキーワードを選出した。その結果，相関係




































































価格訴求型 Free, Off, Sale, アウトレット，円，お金，キャンペーン，クローナ，コスト，セール，ドル，バーツ，ポンド，元，ユーロ，ルーブル，レアル，手ごろ，税込み，節約，単価，値引き，定価，費用
品質訴求型






















































































                                                   
87 たとえばRyans (1988), Smith and Park (1992), Szymanski et al. (1993), Kim and Chung 
(1997)を参照。 
























































































































サンプリングをおこなった。対象とする国はHofstede et al. (2010)による6つの国民文化スコアが
分散するように設定した。その結果，日本・中国・台湾・タイ・ロシア・スウェーデン・イギリス・
ポルトガル・アメリカ・ブラジルによって構成される計10の国や地域を対象とした89。各国・各地
域におけるサンプルは Euromonitor 社の Passport Academic データベースに収録されている
                                                   































ェアデータは 2009 年から 2012 年の平均値を用いた。収集したサンプルは 10 ヶ国×25 ブランド
で計244ブランドである（欠損値あり）。なお国民文化スコアには，Hofstede et al. (2010)に記載さ





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                   
1 Gabor and Granger (1961), p.187. 
2 Dickson and Sawyer (1990), pp.43-45, Zeithaml (1982), pp.357-359, Zeithaml (1988), pp.10-11.  
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 価格に関連するブランド・コンセプトは，機能的（Functional）コンセプトである。Park et al. 
(1986)は機能的（Functional）コンセプトを提示するにあたり，Fennell (1978)の研究を理論的な
基盤としている。Fennell (1978)は，消費者の知覚している 7つの製品使用シチュエーションを提
示しており，Park et al. (1986)はその概念の一部である「現在の問題解決のための消費」，「将来発
生しうる問題予防のための消費」といった点を機能的（Functional）コンセプトとしてまとめてい
る。Fennell (1978)は，これら消費シチュエーションの発生要因として「金銭的な問題」という点
を含めていることから，Park et al. (1986)の提示した機能的（Functional）コンセプトには価格と
いった側面も含まれていることが分かる。 
 なおPark et al. (1986)の提示したブランド・コンセプトはその後，Keller (1993)の顧客ベースの
ブランド・エクイティ理論に「ブランド便益」という概念として組み込まれることとなる。ブラン
                                                   
3 Hofstedeの提示する国民文化概念については後述する。 








捉え，Sheth et al. (1991a, 1991b)による消費価値研究を基盤としながらブランド・コンセプト（便
益）を整理し，企業が具体的に採用可能な7つのGBI戦略を提示した。1章では，機能的（Functional）
を価格と品質という側面に分けている。 
 Sheth et al. (1991a, 1991b)による消費価値研究では，既存のブランド・コンセプト（便益）研究
と同様に，価格という要素は機能的（Functional）概念の一部として位置づけられていた。しかし
Sheth et al. (1991a, 1991b)以降の消費価値研究においては，機能的（Functional）概念を細分化し
ようとする試みが実証的になされている。たとえば Sweeney and Soutar (2001)は Sheth et al. 
(1991a, 1991b)の提示する消費価値が単純なものであるとしたうえで，定量的な検証から機能的
（Functional）概念が価格と品質という要素に細分化できることを示している。またPura (2005)













                                                   
5 詳しくは1章を参照。 
6 Peter and Tarpey (1975), pp.29-37, Ahtola (1984), pp.623-626, Dodds et al. (1991), pp.307-319, 








































                                                   
7 Sweeney et al. (1999), p.79. 
8 上田 (1999), 27-40頁, Brucks et al. (2000), pp.359-374. 
9 Peter and Tarpey (1975), pp.29-37, Ahtola (1984), pp.623-626, Dodds et al. (1991), pp.307-319, 






















and Cohen (1983)の提案している±1SDガイドラインに従った。 
  




















（定数） -.007 -.009 .006
独立変数
価格訴求型 .577 .105 .658 .120 + 1.326 .242 *
モデレータ変数
個人主義‐集団主義 -.141 -.149 + -.176 -.186 * -.195 -.206 *
男性らしさ‐女性らしさ -.046 -.062 -.065 -.088 -.087 -.117 +
長期志向‐短期志向 -.083 -.070 -.126 -.106 -.014 -.012
気ままさ‐自制 .233 .182 * .181 .141 .078 .061
GDP(PPP) -.050 -.059 -.006 -.007 .000 .000
2要因交互作用項
価格訴求型×個人主義‐集団主義 -1.969 -.085 -2.963 -.128
価格訴求型×長期志向‐短期志向 -4.986 -.196 + -3.753 -.148
価格訴求型×気ままさ‐自制 -2.242 -.057 -3.391 -.086





多様性・新規性訴求型 -.834 -.158 *
価格訴求型×品質訴求型 16.348 .144








価格訴求型×品質訴求型×長期志向‐短期志向 82.216 .157 +
価格訴求型×感情訴求型×長期志向‐短期志向 38.538 .065
価格訴求型×ステータス訴求型×GDP(PPP) -173.255 -.170 *
価格訴求型×多様性・新規性訴求型×気ままさ‐自制 -135.862 -.149 +
調整済みR2 .024 .038 .117
F値 1.988 + 1.965 * 2.241 **
モデル1 モデル2 モデル3
B β B β B β





































































































































































































































































































































































































































































































 1章ではSheth et al. (1991a, 1991b)による消費価値研究を基盤としながら過去のGBI研究を整















いる。Park et al. (1986)は機能的（Functional）側面を提示するにあたり，Fennell (1978)の研究
を理論的な基盤としている。前節でも示した通り，Fennell (1978)は消費者の知覚している 7つの
製品使用シチュエーションを提示している。そしてPark et al. (1986)はその概念の一部である「現
在の問題解決のための消費」，「将来発生しうる問題予防のための消費」といった点を機能的
（Functional）側面としてまとめている。Fennell (1978)は，これら消費シチュエーションの発生
要因として「金銭的な問題」という点を含めていることから，Park et al. (1986)の提示した機能的
（Functional）側面にはブランドの価格といった点も含まれていることがわかる。本節における品
質訴求型との相違点を示しておくと，Park et al. (1986)による機能的（Functional）コンセプトに
は価格という要素が含まれているものの，品質訴求型には価格という要素は含まれていないという
点である。 

















                                                   
11 和田 (2002), 20頁。 



























型に関連がある。国民文化特性とGBI 戦略の関係性を検討した 2 章 2 節では，個人主義と品質訴
本論
Park et al. (1986) …
Keller (1993)
価格 評判













































                                                   
13 Hofstede (1991), 邦訳, 60-61頁。 
14 Hofstede (1991), 邦訳, 99-100頁。 
























































（定数） -.006 -.003 .013
独立変数
品質訴求型 -.388 -.090 -.371 -.086 .157 .036
モデレータ変数
権力格差 -.116 -.071 -.030 -.018 .042 .026
個人主義‐集団主義 -.199 -.210 * -.202 -.213 * -.184 -.194
男性らしさ‐女性らしさ -.011 -.015 -.013 -.018 .027 .036
不確実性回避 -.089 -.074 -.084 -.070 -.060 -.051
長期志向‐短期志向 -.102 -.086 -.109 -.091 -.064 -.054
気ままさ‐自制 .126 .098 .195 .152 .223 .174
2要因交互作用項
品質訴求型×権力格差 11.845 .386 * 14.400 .470 **
品質訴求型×個人主義‐集団主義 1.249 .070 4.792 .270 *
品質訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -.854 -.064 -1.562 -.117
品質訴求型×不確実性回避 -.972 -.044 1.696 .077
品質訴求型×長期志向‐短期志向 1.986 .093 6.152 .289 **
品質訴求型×気ままさ‐自制 5.823 .241 + 8.889 .367 *
3要因交互作用を考慮するために必要な低次項
価格訴求型 1.475 .269 *
集団訴求型 .507 .113







品質訴求型×集団訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 45.141 .173 **
品質訴求型×不確実性回避×長期志向‐短期志向 -29.708 -.253 **
調整済みR2 .024 .030 .085
F値 1.844 + 1.584 + 1.978 **
モデル1 モデル2 モデル3
B β B β B β












































































































































































































































































                                                   
16 Hofstede (1991), 邦訳, 184頁。 
17 Sweeney et al. (1999), p.79. 






















































































































                                                   






















































































































22 小川 (2005), 36頁，McAlister (1982), pp.141-142. 
23 Hirschman (1980), p.284. 
24 Hirschman (1980), p.284. 
25 スイッチとは，他のブランドへの乗り換え・切り替えを意味する。 




























Park et al. (1986)とKeller (1993)の双方の概念において，VSに関係する点は言及されているもの






 Sheth et al. (1991a, 1991b)の消費価値研究では，多様性・新規性訴求型に関連する要素として認
識的（Epistemic）が挙げられている。認識的（Epistemic）とは，好奇心，目新しさや知識的欲求
によってもたらされる消費者にとっての価値を意味する31。Sheth et al. (1991a, 1991b)は認識的
                                                                                                                                                     
含まない。 
27 Park et al. (1986), p.136. 
28 Park et al. (1986), p.136. 
29 Keller (1993), p.4. 
30 Aaker (1996), pp.97-99. 




（Epistemic）を感情的（Emotional）と明確に区別している。Sheth et al. (1991a, 1991b)の示し
た感情的（Emotional）とは，エキサイティング感，情熱などといった気分や感情によってもたら





化している。1章においてもSheth et al. (1991a, 1991b)と同様に，ブランドの感情的な側面を訴求
するGBI戦略と多様性や新しさといった変化を訴求するGBI戦略を分けている。Park et al. (1986)


















                                                   
32 Sheth et al. (1991a), p.20, Sheth et al. (1991b), p.161. 
研究者
Park et al. (1986)
Keller (1993)
Aaker (1996)









































                                                   
33 Hofstede (1980a), p.42, Hofstede (1980b), p.179, Hofstede (1991), 邦訳, 133頁, Hofstede et al. 
(2010), p.208. 
34 Hofstede (1980a), p.42, Hofstede (1980b), p.179, Hofstede (1991), 邦訳, 133頁。 






 検証に用いたデータや GBI 戦略の測定手法に関しては 2 章に記した。独立変数は多様性・新規















多様性・新規性訴求型と，それ以外の6つのGBI戦略，そしてHofstede et al. (2010)の提示した6
つの国民文化特性による3要因の組み合わせをすべて考慮し（3要因交互作用），調整済みR2値が
（定数） -.005 .001 .004
独立変数
多様性・新規性訴求型 -1.158 -.220 ** -1.095 -.208 ** -1.181 -.224 **
モデレ ター変数
権力格差 -.176 -.108 -.182 -.111 -.109 -.067
個人主義‐集団主義 -.256 -.270 ** -.234 -.247 * -.210 -.222 *
男性らしさ‐女性らしさ -.016 -.022 .002 .003 -.012 -.016
不確実性回避 -.192 -.161 + -.172 -.144 + -.161 -.135
長期志向‐短期志向 -.135 -.114 + -.098 -.083 -.080 -.068
2要因交互作用項
多様性・新規性訴求型×権力格差 -6.259 -.167 * -6.565 -.175 *
多様性・新規性訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 1.295 .080 1.560 .097
多様性・新規性訴求型×不確実性回避 .932 .037 2.575 .101
多様性・新規性訴求型×長期志向‐短期志向 2.400 .092 1.034 .040
3要因交互作用を考慮するために必要な低次項
価格訴求型 .955 .174 *
価格訴求型×多様性・新規性訴求型 -11.228 -.100 +
価格訴求型×不確実性回避 -.513 -.017
3要因交互作用項
多様性・新規性訴求型×価格訴求型×不確実性回避 142.052 .259 **
調整済みR2 .058 .062 .086
F値 3.511 ** 2.613 ** 2.632 **
モデル1 モデル2 モデル3
B β B β B β


















































































































































































































































                                                   
































































































人や集団のことを示す4。Park and Lessig (1977)は準拠集団に関わる消費者のモチベーションとし
て次の3つを挙げている。1つ目は，Informational Reference Group Influenceである。これは準
拠集団を信用できる情報源としてみなすものである。この場合，消費者は専門家やオピニオンリー
ダーの意見や自分にとって重要な他者から情報を収集する5。2つ目はUtilitarian Reference Group 
Influence である。これは準拠集団を社会における報酬と罰の伝達集団とみなすものである。社会
的規範に準拠しているかどうかを判断し，かつそれを示すために準拠集団を用いる6。3 つ目は
                                                   
1 Keller (1993), p.3. 
2 Gartner and Levy (1955), pp.36-37, Wind (1973), pp.2-11, Shocker and Srinivasan (1979), 
pp.159-180, Park et al. (1987), pp.135-145. 
3 Ghemawat (2007), pp.57-58, Douglas and Craig (2011), p.85. 
4 Bearden and Etzel (1982), p.184. 
5 Kelman (1961), pp.65-66, Deutsch and Gerard (1955), p.629. 
6 Kelman (1961), pp.62-63. 
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7 Kelman (1961), pp.63-65, McCracken (1989), pp.311-322, Escalas and Bettman (2005), 
pp.378-379. 
8 Levy (1959), pp.117-124, 柴田 (2004), 101頁, 柴田 (2007), 185頁。 


















ネットワークを情報源とする傾向がある。このことから集団主義社会においてもPark and Lessig 
(1977)の提示した Informational Reference Group Influenceが有効に作用すると考えられる。また
集団主義社会では各自のアイデンティティは，自分が所属するコミュニティに根ざしているとされ
ている11。そのため集団主義社会では，自分の自己概念を高めそれをサポートするために準拠集団













                                                   
10 Hofstede (1980a), p.46, Hofstede (1980b), 邦訳, 111頁, Hofstede (1991), 邦訳, 36頁, Hofstede 
et al. (2010), pp.67-88. 



























集団訴求型 .424 .094 .683 .152 *
モデレータ変数
権力格差 -.139 -.085 .010 .006
個人主義‐集団主義 -.230 -.242 * -.238 -.251 *
不確実性回避 -.104 -.087 -.085 -.071
長期志向‐短期志向 -.099 -.083 -.060 -.050
気ままさ‐自制 .119 .093 .285 .222
2要因交互作用項
集団訴求型×権力格差 -13.772 -.449 **
集団訴求型×個人主義‐集団主義 -4.561 -.242 *
集団訴求型×不確実性回避 3.068 .132
集団訴求型×気ままさ‐自制 -5.198 -.204 +
調整済みR2 .028 .052
F値 2.171 * 2.325 *
モデル1 モデル2
B β B β
N=244, +p<.10, *p<.05, **p<.01, ***p<.001
130 
 
互作用項により限定される。モデル 2 の 2 要因交互作用項をみてみると，集団訴求型×権力格差
（p<.01），集団訴求型×個人主義‐集団主義（p<.05），集団訴求型×気ままさ‐自制（p<.10）の
項目に有意な値を確認できた。次に交互作用項が有意であったこれらの項目に対して，事後検定で



















































































































































































































































































































                                                   
12 Aaker (1991), 邦訳, 9頁。 
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13 Aaker (1996), pp.95-101. 




































                                                   

























                                                   
16 Hofstede (1980a), p.46, Hofstede (1980b), 邦訳, 111頁, Hofstede (1991), 邦訳, 36頁, Hofstede 
et al. (2010), pp.67-88. 
17 同上。 
18 Hofstede (1980a), p.36. 
研究者






































仮説5-2  男性らしさの強い社会では，ステータス訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
仮説5-3  短期志向の社会では，ステータス訴求型が強いほどマーケットシェアが高くなる。 
 
III. 結果と解釈 
 検証に用いたデータや GBI 戦略の測定手法に関しては 2 章に記載したものと同じもの・方法を
採用している。重複を避けるために本項においてはこれらの記載を割愛する。独立変数はステータ
ス訴求型の採用比率，従属変数はブランド別の各国におけるマーケットシェアである。モデレータ
変数はHofstede et al. (2010)の国民文化スコア，ならびにGDP(PPP)である。 
                                                   
19 Hofstede (1980a), p.49, Hofstede (1980b), 邦訳, 273頁, Hofstede (1991), 邦訳, 99-100頁, 
Hofstede et al. (2010), pp.163-175. 
20 Hofstede (1991), 邦訳, 177-184頁, Hofstede et al. (2010), pp.239-275. 









にも交互作用がみられなかった。そこで本節ではステータス訴求型と，それ以外の 6 つの GBI 戦













（定数） -.007 -.009 .003
独立変数
ステータス訴求型 -.038 -.004 -.013 -.001 .464 .049
モデレータ変数
権力格差 -.062 -.038 -.080 -.049 -.031 -.019
男性らしさ‐女性らしさ -.038 -.050 -.036 -.049 -.132 -.177 *
長期志向‐短期志向 -.080 -.067 -.082 -.069 -.026 -.021
2要因交互作用項
ステータス訴求型×権力格差 -.219 -.004 .270 .004
ステータス訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -.421 -.012 -4.645 -.131
ステータス訴求型×長期志向‐短期志向 5.174 .108 7.415 .154 *
3要因交互作用を考慮するために必要な低次項
価格訴求型 .895 .163 *
品質訴求型 -.220 -.051
集団訴求型 .240 .053
社会貢献訴求型 4.016 .297 **
価格訴求型×長期志向‐短期志向 -3.151 -.124 +
品質訴求型×男性らしさ‐女性らしさ .439 .033
集団訴求型×権力格差 3.107 .101





ステータス訴求型×集団訴求型×権力格差 285.173 .207 *
ステータス訴求型×品質訴求型×男性らしさ‐女性らしさ 69.771 .146 +
ステータス訴求型×社会貢献訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -258.793 -.085
調整済みR2 -.004 -.005 .050
F値 .768 .819 1.613 *
モデル1 モデル2 モデル3
B β B β B β
N=244, +p<.10, *p<.05, **p<.01, ***p<.001
139 
 












































































































































































































































































































































































 図 4-7は品質訴求型の採用度合いが高い場合を示している。図 4-7左図では，男性らしさの強い





 図 4-6と図 4-7の結果を考慮すると，男性らしさの強い社会では，ステータス訴求型が強いほど




















































 ここまでステータス訴求型がHofstede et al. (2010)の提示するどのような国民文化圏において有
効に作用するのかを定量的に検証してきた。その結果，ステータス訴求型×集団訴求型×権力格差，
                                                   







































































































































                                                   
25 和田 (2002), 20頁。 
26 Sheth et al. (1991a), p.20, Sheth et al. (1991b), p.161. 
研究者
















 1章で提示した感情訴求型はSheth et al. (1991a, 1991b)による感情的（Emotional）の概念と近
いところがある一方で，Park et al. (1986)や Keller (1993)，Aaker(1996)，和田 (2002)，
Holbrook(1996)による感情的な側面よりは狭い概念である。その違いは，ラインナップの多様さが






























                                                   

































p<.05）。モデル 2 では感情訴求型の主効果に有意な値を確認できるが，これは 2 要因交互作用項
の効果に限定されることとなる（B=.776, p<.05）。2要因交互作用項をみてみると，感情訴求型×
権力格差（p<.10），感情訴求型×個人主義‐集団主義（p<.10），感情訴求型×不確実性回避（p<.10）
                                                   




























感情訴求型 .817 .145 * .776 .138 *
モデレータ変数
権力格差 -.073 -.045 -.109 -.066
個人主義‐集団主義 -.200 -.211 * -.192 -.202 *
不確実性回避 -.112 -.094 -.125 -.104
長期志向‐短期志向 -.084 .085 -.117 -.099
気ままさ‐自制 .156 .173 .094 .073
2要因交互作用項
感情訴求型×権力格差 11.646 .300 +
感情訴求型×個人主義‐集団主義 3.879 .160 +




F値 2.729 * 2.046 *
モデル1 モデル2
B β B β







































































































































































































                                                   






















































































































                                                   
31 GBI戦略は，各国の消費者にブランド・アイデンティティを訴求する戦略である。本節では，海
外売上高比率が30％を超えているブランドを対象としている。 





 本節では 1 章で提示した GBI 戦略類型の一つである社会貢献訴求型に焦点をあてて検証を進め
る。検証するにあたり，既存のブランド・コンセプト研究やその関連研究と1章で抽出した社会貢
献訴求型との概念的な繋がりを示す。 



























                                                   




























                                                   
34 Aaker (1996), pp.95-101. 
35 Hofstede (1991), 邦訳, 100頁。 
36 Hofstede et al. (2010), pp.170-175. 
37 Hofstede (1980a), p.273, Hofstede (1980b), p.49. 
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社会貢献訴求型 1.543 .114 + 3.567 .263 **
モデレータ変数
個人主義‐集団主義 -.155 -.164 * -.124 -.131 +
男性らしさ‐女性らしさ -.042 -.056 -.071 -.095
気ままさ‐自制 .245 .191 * .179 .139 +
2要因交互作用項
社会貢献訴求型×個人主義‐集団主義 4.126 .069
社会貢献訴求型×男性らしさ‐女性らしさ -12.145 -.235 **
社会貢献訴求型×気ままさ‐自制 -18.237 -.206 *
調整済みR 2 .030 .066
F値 2.909 * 3.444 **
モデル1 モデル2
B β B β





































































































































































































理論的に検討した。文化の概念にはHofstede et al. (2010)の国民文化概念を用いた。Hofstedeの国
民文化概念は，1980年代に発表されてから様々な批判や追試が実施され，未熟な点は改良され，説
明できないところについては新たな指標を追加してきた。その結果，Hofstedeの国民文化概念の内
容は当初の４指標から，Hofstede et al. (2010)では６つの指標に増加している。さらにスコアの内























































































































































































社会貢献訴求型-低 (-1SD) 社会貢献訴求型-中 社会貢献訴求型-高 (+1SD)
































ることを明記しておく。なお章末にHofstede et al. (2010)による国民文化スコア（権力格差，個人
主義‐集団主義，男性らしさ‐女性らしさ，不確実性回避，長期志向‐短期志向，気ままさ‐自制）
を筆者がランキング形式にまとめて記載した（表5-2～図5-20）。なお国民文化スコアを地域別に分


















                                                   







































表5-2 権力格差（Index 104~67） 
 




































表5-3 権力格差（Index 66~39） 
 
 





































































表5-4 権力格差（Index 66~39） 
 
 



















表5-5 個人主義‐集団主義（Index 91~52） 
 
 




































表5-6 個人主義‐集団主義（Index 51~20） 
 
 




































表5-7 個人主義‐集団主義（Index 19~6） 
 
 




















表5-8 男性らしさ‐女性らしさ（Index 110~55） 
 




































表5-9 男性らしさ‐女性らしさ（Index 53~37） 
 
 





































表5-10 男性らしさ‐女性らしさ（Index 36~5） 
 
 




















表5-11 不確実性回避（Index 112~76） 
 
 




































表5-12 不確実性回避（Index 75~48） 
 
 




































表5-13 不確実性回避（Index 46~8） 
 
 


















表5-14 長期志向‐短期志向（Index 100~61） 
 
 







































表5-15 長期志向‐短期志向（Index 61~34） 
 
 
※ Scores are based on the most recent WVS data from the period 1995-2004; nine countries marked 
with an asterisk(*) were added using 2005-08 data. 




































表5-16 長期志向‐短期志向（Index 33~14） 
 
 
※ Scores are based on the most recent WVS data from the period 1995-2004; nine countries marked 
with an asterisk(*) were added using 2005-08 data. 









































表5-17 長期志向‐短期志向（Index 13~0） 
 
 
※ Scores are based on the most recent WVS data from the period 1995-2004; nine countries marked 
with an asterisk(*) were added using 2005-08 data. 












表5-18 気ままさ‐自制（Index 100~55） 
 
 




































表5-19 気ままさ‐自制（Index 54~33） 
 
 




































表5-20 気ままさ‐自制（Index 32~0） 
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